
決算終了後の変更届（事業年度終了報告書）チェックリスト 

 

※誤りが多い事項を抜粋しています。作成の際には特にご注意ください。 

 

                                             

法人 

表紙 知事名を記入。   

法人番号（13 桁）を記入。   

工事経歴書（様式２号） 個人名はイニシャル等で記入。（例：県庁太郎→Ｋ.Ｔ.） 

※個人情報保護の観点から個人名が特定されないようイニシ

ャル等で記入。 

  

建設業許可を取得している業種は全て記入。（実績が無い場

合も、実績無しで作成） 

  

直前３年の各事業年度

における工事施工金額

（様式３号） 

建設業許可を取得している業種は全て記入。（実績が無い場

合も、「０」と記入） 

  

合計金額は「損益計算書（様式 16 号）」の完成工事高と一致。   

貸借対照表（様式 15 号） 純資産の部の株主資本の欄は、「株主資本等変動計算書（様

式 17 号）」の当期末残高の欄と一致。 

  

損益計算書（様式 16 号） 完成工事原価は、「完成工事原価報告書」の完成工事原価と

一致。 

  

注記表（様式 17号の 2） 2(5)消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法

を必ず記入。 

  

9(1)事業年度末日における発行済株式の種類及び数を必ず

記入。 

  

事業報告書（写し） 株式会社の場合は添付が必要。   

納税証明書（原本） 事業税の納税証明書（「滞納がありません。」の記載がある納

税証明書は、入札参加資格審査時に使用するものであり、誤

り）。 

  

健康保険等の加入状況 

（様式 20号の３） 

変更届に添付が必要なのは、「既提出の表に記入された保険

加入の有無に変更があった場合」。保険加入の有無の欄に変

更がなく、人数が変わっただけという場合は省略可。 

  

 

  

チェック欄 



 

 

個人 

表紙 知事名を記入。   

工事経歴書（様式２号） 個人名はイニシャル等で記入。（例：県庁太郎→Ｋ・Ｔ） 

※個人情報保護の観点から個人名が特定されないようイニシ

ャル等で記入。 

  

建設業許可を取得している業種は全て記入。（実績が無い場

合も、実績無しで作成） 

  

直前３年の各事業年度

における工事施工金額

（様式３号） 

建設業許可を取得している業種は全て記入。（実績が無い場

合も、「０」と記入） 

  

合計金額は「損益計算書（様式 19 号）」の完成工事高と一致。   

納税証明書（原本） 事業税の納税証明書（「滞納がありません。」の記載がある納

税証明書は、入札参加資格審査時に使用するものであり、誤

り）。 

  

健康保険等の加入状況 

（様式 20号の３） 

変更届に添付が必要なのは、「既提出の表に記入された保険

加入の有無に変更があった場合」である。保険加入の有無の

欄に変更がなく、人数が変わっただけという場合は省略可。 

  

 

 

毎年決算終了後４ヶ月以内に提出してください。 

（原本１部、副本２部の合計３部提出してください。） 

 

次ページ以降も確認してください。  

チェック欄 



◎決算終了後の変更届（事業年度終了報告書）について、間違

いの多い箇所を掲載しております。 

ご提出前にご確認ください。 

 

法人事業者・個人事業者共通事項 

日付 

提出日を記入 

法人番号 

・法人の場合は記入 

  ・個人の場合は記入不要 

表紙 



 

様式２号 
様式第二号（第二条、第十九条の八関係）

（建設工事の種類） 工事  （　 税込 ・ 税抜 ）

主任技術者 監理技術者

件 千円 千円

件 千円 千円

合計

うち　元請工事

千円 千円

小計

うち　元請工事

千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

年 月 平成 年 月平成千円 千円

請負代金の額 工　　期

氏　名

主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者
の 別 （ 該 当 箇 所 に ﾚ 印 を 記 載 ）

うち、
　・PC
　・法面処理
　・鋼橋上部

着工年月日
完成又は

完成予定年月

工 事 経 歴 書

注文者

元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工　事　名
工事現場のある
都道府県及び
市区町村名

配　置　技　術　者

  

税込・税抜 

いずれかに○を記入 

工事実績が無い工事が複数ある場合、 

まとめて記入可 

主任技術者、監理技術者のいずれか

に✓マークを記入 

・ページごとの完成工事の件数及び請負代金の合計額を記入 

・千円単位なので、一覧に書き出した工事の合計金額と合わない

場合があるが、ＯＫ 

・様式２号は建設工事の種類ごとに作成 

・複数ページにわたる場合は、最終ページのみ全ての完成工

事の件数及び請負代金の額の合計を記入 

・「○○工事他○件」と、まとめ

た記入は不可 

・個人名を含んでいる場合は、

個人名をイニシャルで記入 

（例：県庁太郎邸新築工事 

→Ｋ.Ｔ.邸新築工事） 

・県名だけでなく、市町村名まで記入 

・工事現場がいくつかの市区町村になっ

ている場合、主な市区町村名を記入 

・「民間」、「公共」などの記入は、不可 

・注文者が個人の場合は、イニシャルで

記入 

（例：県庁太郎→Ｋ.Ｔ.） 

元請、下請の別を記入 

様式３号と一致させる 様式３号と一致させる 

（千円単位なので、端数関係で合わない場合

があるが、ＯＫ） 

・工事実績が無い工事も注文者欄に「実績無し」と記入し、提出すること。 

≪注意≫土木一式工事について 

高知県発注の「○○委託業務」は土木一式工事に計上できないので注意。

様式３号の「その他の建設工事の施工金額」に計上すること。 



 

 

  



 

様式２号  

様式第二号（第二条、第十九条の八関係）

（建設工事の種類） 工事  （　 税込 ・ 税抜 ）

主任技術者 監理技術者

件 千円 千円

件 千円 千円

工 事 経 歴 書

注文者

元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工　事　名
工事現場のある
都道府県及び
市区町村名

配　置　技　術　者 請負代金の額 工　　期

氏　名

主 任 技 術 者 又 は 監 理 技 術 者
の 別 （ 該 当 箇 所 に ﾚ 印 を 記 載 ）

うち、
　・PC
　・法面処理
　・鋼橋上部

着工年月日
完成又は

完成予定年月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

平成千円 千円 年 月 平成 年 月

小計

うち　元請工事

千円 千円

合計

うち　元請工事

千円 千円

工事 工事 工事 工事

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から 民　間

平成 年 月 日まで

計

下　　請

元
　
請

元
　
請

元
　
請

下　　請

計

下　　請

許可に係る建設工事の施工金額

元
　
請

元
　
請

計

下　　請

計

下　　請

計

下　　請

計

（税込・税抜/単位：千円）

様式第三号（第二条関係）

事　　業　　年　　度

直前３年の各事業年度における工事施工金額

元
　
請

そ の 他 の 建
設 工 事 の 施
工 金 額

合　　計
注文者

の区分

 

様式２号の元請金額合計と、様式３号の元請

金額合計（公共と民間を足した数）と一致さ

せる（千円単位なので、端数関係で合わない

場合があるが、ＯＫ） 

様式２号の請負代金の合計額と、様式３号

の計を一致させる（１千円違いも不可） 

様式３号 

当
期 

・建設業許可を取得している業種は、業種名を記入 

・工事実績が無い工事についても記入 

税込・税抜 

いずれかに○を記入 



 

法人事業者の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式２号の請負合計額と、様式３号の計

が一致させる（１千円違いも不可） 

当
期 

当
期 

様式３号の合計と様式 16 号の完成工事高を

一致させる（１千円違いも不可） 



 

様式 15 号 №１ 様式 15 号 №２ 

様式 15 号 №３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［３］投資その他の資産

リ ー ス 債 務

4 リ ー ス 債 務

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

7 そ の 他

6 負 の の れ ん

5 引当金

4 繰 延 税 金 負 債

2 長 期 借 入 金

1 社 債

3

  Ⅱ　固　定　負　債

13 そ の 他

12 引当金

11 前 受 収 益

10 預 り 金

9 未成工事受入金

8 繰 延 税 金 負 債

7 未 払 法 人 税 等

6 未 払 費 用

5 未 払 金

3 短 期 借 入 金

2 工 事 未 払 金

負　債　の　部

  Ⅰ　流　動　負　債

1 支 払 手 形

繰 延 資 産 合 計

資 産 合 計

5 開 発 費

4 社 債 発 行 費

3 株 式 交 付 費

2 開 業 費

  Ⅲ　繰　延　資　産

1 創 立 費

［投資その他の資産合計］

固定資産合計

貸倒引当金 △

7 そ の 他

6 繰 延 税 金 資 産

5 長 期 前 払 費 用

4 破 産 更 生 債 権 等

1 投 資 有 価 証 券

3 長 期 貸 付 金

2 関係会社株式 ・関 係会 社出 資金

法

［１］

［２］

負債純資産合計

純 資 産 合 計

Ⅲ 新 株 予 約権

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合
計

［３］土地再評価差額金

［２］繰延ヘッジ損益

Ⅱ 評価・換算差額等

［１］その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

［６］自己株式申込証拠金

［５］自己株式 △

利 益剰 余金 合計

繰越利益剰余金

積立金

2 その他利益剰余金

準備金

1 利 益 準 備 金

資 本剰 余金 合計

［４］利益剰余金

2 その他資本剰余金

1 資 本 準 備 金

［２］新株式申込証拠金

［３］資本剰余金

純　資　産　の　部

Ⅰ 株主資本

［１］資本金

法「資産合計」と「負債純資産合計」

を一致させる（１千円違いも不可） 

様式第十五号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

（会社名）

単位・千円

△

△

△

△

△

4 リ ー ス 資 産

3 の れ ん

　　　　　［無形固定資産合計］

5 そ の 他

2 借 地 権

　　　　　［有形固定資産合計］

［２］無形固定資産

1 特 許 権

7 そ の 他

　　　　減価償却累計額

4 土 地

6 建 設 仮 勘 定

5 リ ー ス 資 産

　　　　減価償却累計額

3 工具器具・備品

　　　　減価償却累計額

2 機 械 ・ 運 搬 具

　　　　減価償却累計額

　　　　減価償却累計額

　　　　　流動資産合計

  Ⅱ　固　定　資　産

［１］有形固定資産

1 建 物 ・ 構 築 物

貸 倒 引 当 金 △

10 そ の 他

9 繰 延 税 金 資 産

8 前 払 費 用

7 短 期 貸 付 金

6 材 料 貯 蔵 品

5 未成工事支出金

4 有 価 証 券

3 完成工事未収入金

2 受 取 手 形

1 現 金 預 金

貸 　借　 対 　照 　表

平成 年 月 日現在

資 産 の 部

  Ⅰ　流　動　資　産

法

決算日を記入 
商号又は名称を記入 



 

様式 15 号 №３ 

様式 17 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

△

△ △ △ △

△
当期末残高

当期変動額合計

項目の当期変動

額（純額）

株主資本以外の

自己株式の処分

当期純利益

剰余金の配当当

期

変

動

額

新株の発行

前期末残高

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再
評 価 差
額 金

評 価 ・
換 算 差
額 等 合

計

資 本 準
備 金

そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本 剰
余 金 合

計

利 益 準
備 金

その他利益剰余金

利益剰余
金 合 計

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金繰越利益

剰 余 金積立金

（会社名）

単位・千円

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予
約 権

純資産合
計

資 本 金

資 本 剰 余 金

日

至 平成 年 月 日

様式第十七号(第四条、第十条、第十九条の四関係)

（用紙Ａ４）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 平成 年 月

法

［１］

［２］

負債純資産合計

純 資 産 合 計

Ⅲ 新 株 予 約権

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合
計

［３］土地再評価差額金

［２］繰延ヘッジ損益

Ⅱ 評価・換算差額等

［１］その他有価証券評価差額金

株 主 資 本 合 計

［６］自己株式申込証拠金

［５］自己株式 △

利 益剰 余金 合計

繰越利益剰余金

積立金

2 その他利益剰余金

準備金

1 利 益 準 備 金

資 本剰 余金 合計

［４］利益剰余金

2 その他資本剰余金

1 資 本 準 備 金

［２］新株式申込証拠金

［３］資本剰余金

純　資　産　の　部

Ⅰ 株主資本

［１］資本金

法

『様式 15 号の「純資産の部」の各項

目』と、『様式 17 号の当期末残高（一

番下の欄）の各項目』の金額を一致

させる（１千円違いも不可） 



 

様式 16 号 №１ 様式 16 号 №２ 

様式 17 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

営業利益 （営業損失）

21 雑 費

20 保 険 料

19 租 税 公 課

18 開 発 費 償 却

17 減 価 償 却 費

16 地 代 家 賃

15 寄 付 金

14 交 際 費

13 貸 倒 損 失

12 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

11 広 告 宣 伝 費

10 調 査 研 究 費

9 動 力 用 水 光 熱 費

8 通 信 交 通 費

7 事 務 用 品 費

6 修 繕 維 持 費

5 福 利 厚 生 費

4 法 定 福 利 費

3 退 職 金

2 従 業 員 給 料 手 当

Ⅲ 販売費及び一般管 理費

1 役 員 報 酬

2 兼業事業総利益 （兼業事業総損失）

売上総利益（売上総損失）

1 完成工事総利益 （完成工事総損失）

2 兼 業 事 業 売上 原価

Ⅱ 売 上 原 価

1 完 成 工 事 原 価

2 兼業事業売上高

1 完 成 工 事 高

（会社名）

単位・千円

Ⅰ 売 上 高

日

至 平成 年 月 日

様式第十六号(第四条、第十条、第十九条の四関係)

損 益 計 算 書
（用紙Ａ４）

自 平成 年 月

法

）

）

完成工事原価

（ う ち 人 件 費

Ⅳ 経 費 （※従業員給与を含む）

Ⅲ 外 注 費

（うち労務外注費

Ⅱ 労 務 費 （※直接雇用の労務費）

Ⅰ 材 料 費

完成工事原価報告書

単位・千円

当期純利益 （当期純損失）

法人税等調整額

法人税、住民税及び事業税

税引前当期純利益 （税引前当期純損失）

2 そ の 他

Ⅶ 特 別 損 失

1 前 期 損 益 修 正 損

1 前 期 損 益 修 正 益

2 そ の 他

Ⅵ 特 別 利 益

経常利益 （経常損失）

4 そ の 他

3 貸 倒 損 失

2 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

Ⅴ 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息

2 そ の 他

Ⅳ 営 業 外 収 益

1 受取利息及び配当金

法

事業年度を記入 商号又は名称を記入 

『Ⅱ売上原価の１完成工事原価』と『完

成工事原価報告書の完成工事原価』を

一致させる（１千円違いも不可） 

△

△ △ △ △

△
当期末残高

当期変動額合計

項目の当期変動

額（純額）

株主資本以外の

自己株式の処分

当期純利益

剰余金の配当当

期

変

動

額

新株の発行

前期末残高

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地 再
評 価 差
額 金

評 価 ・
換 算 差
額 等 合

計

資 本 準
備 金

そ の 他
資 本 剰
余 金

資 本 剰
余 金 合

計

利 益 準
備 金

その他利益剰余金

利益剰余
金 合 計

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証
券 評 価
差 額 金繰越利益

剰 余 金積立金

（会社名）

単位・千円

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予
約 権

純資産合
計

資 本 金

資 本 剰 余 金

日

至 平成 年 月 日

様式第十七号(第四条、第十条、第十九条の四関係)

（用紙Ａ４）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 平成 年 月

法

『様式 16 号の当期純利益』と、

『様式 17 号の当期純利益』を一

致させる（１千円違いも不可） 



 

様式 17 号の２（説明箇所のみ抜粋） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「税抜方式」・「税込方式」・「免税事業者につき税込」 

上記３つのいずれかを記入 

事業年度を記入 

発行済株式の種類及び数を記入 

商号又は名称を記入 
事業年度を記入 



 

様式 1８号 №２ 

様式 1８号 №１ 

個人事業者の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

単位・千円

流動負債合計

8 そ の 他

7 引当金

6 預 り 金

5 未成工事受入金

4 未 払 金

3 短 期 借 入 金

2 工 事 未 払 金

負 債 の 部

  Ⅰ　流　動　負　債

1 支 払 手 形

固定資産合計

資 産 合 計

7 そ の 他

6 破 産 更 生 債 権 等

5 建 設 仮 勘 定

4 土 地

3 工具器具・備品

2 機 械 ・ 運 搬 具

  Ⅱ　固　定　資　産

1 建 物 ・ 構 築 物

貸倒引当金(※債権償却特別勘定を含む) △

　　　　　流動資産合計

7 そ の 他

6 材 料 貯 蔵 品

5 未成工事支出金

4 有 価 証 券

3 完成工事未収入金

2 受 取 手 形

1 現 金 預 金

貸 　借　 対 　照 　表

平成 年 月 日現在 （商号又は名称）

資 産 の 部

  Ⅰ　流　動　資　産

  Ⅱ　固　定　負　債

・ ・

負 債 純 資 産 合
計

注　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税抜方式 税込方式 免税事業者につき税込

純 資 産 合 計

Ⅳ 事 業 主 利 益

Ⅲ 事 業 主 貸 勘 定 △

Ⅱ 事 業 主 借 勘 定（※価格変動基準金を含む）

純 資 産 の 部

Ⅰ 期 首 資 本 金

固 定 負 債 合 計

1 長 期 借 入 金

負 債 合 計

2 そ の 他

様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

単位・千円

流動負債合計

8 そ の 他

7 引当金

6 預 り 金

5 未成工事受入金

4 未 払 金

3 短 期 借 入 金

2 工 事 未 払 金

負 債 の 部

  Ⅰ　流　動　負　債

1 支 払 手 形

固定資産合計

資 産 合 計

7 そ の 他

6 破 産 更 生 債 権 等

5 建 設 仮 勘 定

4 土 地

3 工具器具・備品

2 機 械 ・ 運 搬 具

  Ⅱ　固　定　資　産

1 建 物 ・ 構 築 物

貸倒引当金(※債権償却特別勘定を含む) △

　　　　　流動資産合計

7 そ の 他

6 材 料 貯 蔵 品

5 未成工事支出金

4 有 価 証 券

3 完成工事未収入金

2 受 取 手 形

1 現 金 預 金

貸 　借　 対 　照 　表

平成 年 月 日現在 （商号又は名称）

資 産 の 部

  Ⅰ　流　動　資　産

様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

単位・千円

流動負債合計

8 そ の 他

7 引当金

6 預 り 金

5 未成工事受入金

4 未 払 金

3 短 期 借 入 金

2 工 事 未 払 金

負 債 の 部

  Ⅰ　流　動　負　債

1 支 払 手 形

固定資産合計

資 産 合 計

7 そ の 他

6 破 産 更 生 債 権 等

5 建 設 仮 勘 定

4 土 地

3 工具器具・備品

2 機 械 ・ 運 搬 具

  Ⅱ　固　定　資　産

1 建 物 ・ 構 築 物

貸倒引当金(※債権償却特別勘定を含む) △

　　　　　流動資産合計

7 そ の 他

6 材 料 貯 蔵 品

5 未成工事支出金

4 有 価 証 券

3 完成工事未収入金

2 受 取 手 形

1 現 金 預 金

貸 　借　 対 　照 　表

平成 年 月 日現在 （商号又は名称）

資 産 の 部

  Ⅰ　流　動　資　産

「資産合計」と「負債純資産合計」を

一致させる（１千円違いも不可） 

商号又は名称を記入 決算日を記入 



 

様式 1９号 

様式 1８号 №２ 

様式 3 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注　工事進行基準による「完成工事高」：

事業主利益 （事業主損失）

2 そ の 他

Ⅴ 営 業 外 費 用

1 支 払 利 息

2 そ の 他

受 取 利 息 及 び 配 当金

Ⅳ 営 業 外 収 益

1

営業利益 （営業損失）

16 雑 費

15 保 険 料

14 租 税 公 課

13 減 価 償 却 費

12 地 代 家 賃

11 寄 付 金

10 交 際 費

9 広 告 宣 伝 費

8 動 力 用 水 光 熱 費

7 通 信 交 通 費

6 事 務 用 品 費

5 修 繕 維 持 費

4 福 利 厚 生 費

3 法 定 福 利 費

2 退 職 金

Ⅲ 販売費及び一般管理費

1 従 業 員 給 料 手 当

2 兼業事業総利益 （兼業事業総損失）

売上総利益（売上総損失）

1 完成工事総利益 （完成工事総損失）

2 兼 業 事 業 売上 原価

経 費 （※従業員給与を含む）

外 注 費

（うち労務外注費 ）

労 務 費 （※直接雇用の労務費）

材 料 費

Ⅱ 売 上 原 価

1 完 成 工 事 原 価

2 兼業事業売上高

1 完 成 工 事 高

（商号又は名称）

単位・千円

日

Ⅰ 売 上 高

日

至 平成 年 月

様式第十九号(第四条、第十条、第十九条の四関係)

損 益 計 算 書 （用紙Ａ４）

自 平成 年 月

  Ⅱ　固　定　負　債

・ ・

負 債 純 資 産 合
計

注　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税抜方式 税込方式 免税事業者につき税込

純 資 産 合 計

Ⅳ 事 業 主 利 益

Ⅲ 事 業 主 貸 勘 定 △

Ⅱ 事 業 主 借 勘 定（※価格変動基準金を含む）

純 資 産 の 部

Ⅰ 期 首 資 本 金

固 定 負 債 合 計

1 長 期 借 入 金

負 債 合 計

2 そ の 他

商号又は名称を記入 
事業年度を記入 

工事 工事 工事 工事

第 期 公　共

平成 年 月 日から
民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から
民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から
民　間

平成 年 月 日まで

第 期 公　共

平成 年 月 日から
民　間

計

元
　
請

元
　
請

元
　
請

下　　請

計

下　　請

許可に係る建設工事の施工金額

計

下　　請

（税込・税抜/単位：千円）

様式第三号（第二条関係）

事　　業　　年　　度

直前３年の各事業年度における工事施工金額

元
　
請

そ の 他 の 建

設 工 事 の 施

工 金 額
合　　計

注文者

の区分

当
期 

『様式 19 号の事業主利益』と 

『様式 18 号の事業主利益』を一

致させる（１千円違いも不可） 

『様式３号の当期合計』と、『様

式 19 号の完成工事高』を一致

させる（１千円違いも不可） 


